























談指導事例集編集委員会（2013）（以下、「JAISE 事例集」と略称）には 215 の問題事
例が 12 種類に分類され、掲載されており、100 のトラブル解決マニュアル調査研究グ













	 本稿の分析対象期間である 2006 年度から 2017 年度にかけての留学生在籍者数の年
度平均値は、前期（5月 1日現在）が 556.0 人、後期（11 月 1日現在）が 605.4 人で
あり、前期・後期を平均した年度当たりの平均在籍者数は 580.7 人である。	
	 次に、年度別にみた主要相談指導対象留学生数と相談指導項目数を図 1に示した。2
項目以上の複数の問題を抱えた留学生が 48 人存在したため（１）、期間内の合計人数 398
人に対して相談指導項目の延べ数は 461 件になる。来談者数が最も多かったのは 2007










の延べ対応回数 3,127 回のうち、95.6％に相当する 2,989 回の対応を行った（４）。全体
の延べ対応回数が 2014 年度以降激減している理由は、筆者が 2013 年度末で定年退職
し、2014 年度以降は短時間勤務になったこと、留学生相談受付業務を担当していた非
常勤職員が 2014 年 9 月末を以て配置されなくなったことに起因する。	
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	 対象留学生 398 人の性別は、男性 188 人、女性 210 人である。	
	 (2)年齢	
	 年齢が不明な者 14 人を除く 384 人の内訳を図 3 に示した。20 代後半が最も多く、
全体の 42.4％を占め、次いで 20 代前半が 29.7％、30 代前半が 16.7％と続く。平均年
齢は 27.3 歳である。10 代の 5 人は、学部正規生が 4 人と日韓共同理工系学部留学生
事業による学部入学前予備教育学生（以下、「日韓予備教育学生」と略称）が 1人であ
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	 398 人の在籍身分をみると、「大学院正規生」が最も多く、218 人で 54.8％を占め、




	 「その他」の内訳は、特別聴講学生 49 人、日本語・日本文化研修留学生 6人、日韓
予備教育学生 3人である。特別聴講学生は、さらに大学間交流協定に基づく交換留学

























	 398 人の出身国・地域は、44 か国・地域に跨がっている。上位 20 か国は、①中国
211 人、②韓国 21 人、③アメリカ 19 人、④バングラデシュ 14 人、⑤マレーシア 13
人、⑥トルコ 10 人、⑦エジプト 9人、⑧ベトナム 7人、⑨ロシア 6人、⑩フィリピン・
ヨルダン・ドイツ各 5人、⑬インド・インドネシア・ミャンマー・モンゴル・ラオス・










	 398 人の留学生のうち、339 人とは直接面談を行ったが、残りの 59 人については、
専ら関係者への対応を行った。339 人の留学生との面談で使用した言語は、「日本語」












	 留学生 398 人に対して延べ 461 項目に渡る対応を行った。相談指導項目延べ数（＝
延べ 461 人）の内訳を図 8に示す。各々の項目に関して、対応した留学生数は多い順
に、①「勉学」132 人、②「事件・事故」79 人、③「住居」61 人、④「生活苦」53


































	 「勉学」関連の 132 人は、7 つのサブ項目に分けられる。すなわち、①「指導教員
とのトラブル」55 人（１１）、②「学業不振」34 人、③「学習・研究の悩み」19 人（学
習 8人・研究 11 人）、④「進路の悩み」14 人、⑤「教科担当教員とのトラブル」4人、
⑥「准教授以下の研究室スタッフ・先輩大学院生とのトラブル」4人（スタッフ 3人・


















	 「生活苦」53 人は、「恒常的な困窮」52 人と「一時的な困窮」1 人の 2 つのサブ項
目に下位分類できる。前者の 52 人は全員が私費留学生であり、いずれも「入学金免除・
授業料免除或いは奨学金がなければ生活できない」と訴えた者であった。52 人のうち
の 11 人は留年・単位不足・成績評価 C（＝「可」）が多いなどの成績不良が原因で授
業料免除・奨学金の応募資格がない者であった。さらに、応募はしたが、免除・受給

















	 「人間関係」34 人は、「人間関係トラブル」28 人及び「人間関係の悩み」6 人の 2
つのサブ項目に分類できる。	
28 人のトラブルは、「異文化理解・コミュニケーション不足が原因のトラブル」10
人、「セクハラ」8 人、「金銭トラブル」6 人、「ケンカ・いじめ」4 人である。トラブ
ルの発生場所は、「学内」15 人、「学外」13 人である。トラブルの相手側は、他大学の

















































図９	 留学生の関係者のみに対応した 59 人の事例の内訳	
「勉学」18 人のうち、「学業不振」が 12 人で最も多く、次いで「指導教員とのトラ
ブル」2人、「学習障害」2人、「教科教員とのトラブル」1人、「進路の悩み」1人であ
り、20 人中 16 人の事例が教員からの、残り 4 人の事例は国際課事務職員からの相談
であった。	
	 59 人の留学生の事例に関して、主として対応した相手は、「教員」30 人（指導教員
13 人・プログラム担当教員 11 人、留学生専門教育教員 3 人・その他 3 人）、「国際課













の内訳は、「大学院正規生」が 47 人（博士課程 32 人・修士課程 15 人）、「研究生」6
人、「学部正規生」2人である。	
55 人のうち、留学生自身が相談に訪れたのは 52 人であり、残りの 3 人については




























分に図ることをアドバイスした。ちなみに、この 23 人中 14 人は英語で、9 人は日本
語で面談した。日本語で面談した者の中には英語ができず、日本語力も十分ではない
者が混在していた。	
55 人の出身国・地域は、17 か国・1 地域に及んでおり、上位 3 か国は、①「中国」
25 人、②「エジプト」4人、③「バングラデシュ」、「トルコ」各 3人であった。55 人
の経費身分をみると、「国費」27 人、「私費」27 人、「外国政府派遣」1 人である。25
人の中国人のうち、「私費」が 23 人、「国費」が 2 人であるのに対して、中国以外の
16 か国・1 地域の留学生は「国費」が 25 人、「私費」が 4 人、「外国政府派遣」が 1





19 人、「理系」21 人、「生命系」15 人であり、在籍比率（「文系」38.5％、「理系」47.6％、
「生命系」14.0％）を考慮すると、「生命系」が多く、「理系」が少ないと言える。	









スが多い点である。34 人のうち、相談者は「教員」	 17 人、「事務職員」6人、「留学




教員」3 人、「留学生専門教育教員」3 人、「研究室スタッフ」1 人、「日本語教員」1
人である。	



















	 本稿では、398 人の留学生の延べ 461 項目に及ぶ相談指導事例に関して、留学生の
人口学的特性及び相談指導領域別実態を明らかにした。但し、誌面の制約があり、考
察に関しては、最も発生事例数が多かった「勉学」関連領域内の「指導教員とのトラ






















筆者は対応に追われた。しかし、2008 年 7 月に教育・学生担当理事名で、“語学の目安”が示された
ことにより、ブローカーの暗躍を阻止することができ、これらの留学生への対応が激減した。（p.25）」 
(3) 次年度に跨がったケースは、20 人・20 項目存在した。従って、年度ベースではなく、期間内全体
としてみれば、378 人の留学生に関する延べ 441 項目の相談が持ち込まれた。 
(4) 残りの 138 回については、兼担教員の廣田陽子経済学部准教授が 17 回、宇塚万里子グローバル・
パートナーズ教授が 74 回、非常勤職員の中島美奈子氏が 8 回、石田聡子氏が 39 回対応した。 
(5) 留学生相談室資料に基づいて、2006 年度から 2016 年度までの各年 5 月 1 日及び 11 月 1 日現在の
専攻分野別留学生在籍比率の平均値を算出した。都合により 2017 年度分は算入しなかった。なお、
「生命系」は「医学・歯学・薬学系」を指す。 
(6) EPOK は English Program Okayama の略称である。 
(7) 通称 O-NECUS プログラムで、岡山大学と中国東北地区の 7 大学との留学交流プログラムである。 
(8) 留学生相談室資料に基づいて、2006 年度から 2017 年度までの各年 5 月 1 日及び 11 月 1 日現在の
在籍身分別比率の平均値を算出した。 
(9) 留学生相談室資料に基づいて、2006 年度から 2017 年度までの各年 5 月 1 日及び 11 月 1 日現在の
国費留学生在籍比率の平均値を算出した。しかし、資料では、「エジプト政府派遣」が自費扱いにな
っているため、「外国政府派遣」の在籍者数は把握不能であり、その在籍比率は不明である。 
(10) 留学生相談室資料に基づいて、2006 年度から 2017 年度までの各年 5 月 1 日及び 11 月 1 日現在
の出身国・地域別在籍者数を合計して算出した。上位 10 か国出身留学生の在籍比率は、中国 58.6％、
韓国 6.9％、アメリカ 1.9％、バングラデシュ 3.0％、マレーシア 4.5％、トルコ 1.3％、エジプト 1.5％、
ベトナム 3.4％、ロシア 0.5％、フィリピン 0.6％である。 
(11) 元指導教員 1 人、副指導教員 1 人を含む。 
(12) 17 人の第 1 回目の来談時期は、2007 年 10 月 8 人、11 月 7 人、2008 年 1 月 2 人であった。 
(13) 授業期間中は週 28 時間を超えない範囲で資格外活動（＝アルバイト）が許可されるが、これらの
留学生が週当たり 50～60 時間のアルバイトに従事していた事実を時給から割り出すことができた。
こうした違法行為は学内情報として知り得たため、入管には通報せず、学内的に処理した。 
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